
3.1.N5	 物質と機能の設計・制御

3.1.N5.1	 分子技術

領域の定義

「分子技術」は、日本発の課題解決型の研究開発領域であり、目的を持って分子を設計・合成・操作・
制御・集積することにより、所望の物理的・化学的・生物学的機能を創出し、応用に供するための一
連の技術である。①分子の設計・創成技術、②分子の変換・プロセス技術、③分子の電子状態制御技
術、④分子の形状・構造制御技術、⑤分子集合体・複合体の制御技術、⑥分子・イオンの輸送・移
動制御技術の6つの横断的技術分野が相互に密接に連携することが重要である。分子技術によって創
出される新物質、新材料、新デバイス、新プロセス等は応用分野のさまざまな研究開発領域において
重要な役割を果たすものである。

ポイント

•	 領域全体および各調査対象国の論文数は増加している。中でも中国の伸び率高く、相対的に他の調
査対象国の論文数シェアは低下している。（図3.1-N5.1-1、図3.1-N5.1-2 a））

•	 Top1%論文数・Top10%論文数においても中国の伸びが著しい。2022年時点で米国が2位であり、
日本はその他の国 と々同等の水準にある。（図3.1-N5.1-2 c）、d)）

•	 日本の企業共著率は4.8%と調査対象国中で2位である（図3.1-N5.1-2 f））。

•	 日本で論文数1位の研究機関は東京大学である（世界では10位）（図3.1-N5.1-3 b））。

•	 領域全体の特許ファミリー件数およびPatent Asset Indexは年々増加している。中国のシェアの急
増に伴い、各国のシェアは低下傾向にある。 Patent Asset Indexにおいて米国が過去10年間1位
で50%近いシェアを維持している一方、日本は急速にシェアが低下している。（図3.1-N5.1-4 a）- d)）

図3.1-N5.1-1　　　分子技術領域における論文数の動向①
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図3.1-N5.1-2　　　分子技術領域における論文数の動向②
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図3.1-N5.1-3　　　分子技術領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.1-4　分子技術領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N5.2　次世代元素戦略

領域の定義

物質・材料の特性・機能を決める特定元素の役割を理解し有効活用することで、物質・材料の特性・
機能の発現機構を明らかにし、有害元素や海外依存度の高い希少元素に依存することなく高い機能を
持った物質・材料を開発する研究開発領域である。最近では、単一性能の向上だけではなく複数機能
の同時実現のために、複数の元素を用いることによる材料の多元素化やハイエントロピー化、準安定相
などの多種多様な安定相（準安定相も含む広義の意味）の設計技術や、材料の使用後の劣化・分解
性能まで含めた元素間の結合分解制御技術の重要性が高まっている。

ポイント

•	 領域全体の論文数推移は増加傾向である（図3.1-N5.2-1 a））。

•	 論文数の国別推移に関しては、中国の増加が顕著である。中国に次ぎ、欧州、米国、インドに関し
ても論文数の増加傾向が続いているが、欧州・米国は中国の勢いに押され論文数シェアは減少傾向
である一方、インドは論文数シェアも増加傾向にある。日本の論文数、論文数シェアとも停滞傾向で
あり、中国の勢いに大きく離されている。（図3.1-N5.2-1 b）、図3.1-N5.2-2 a)）

•	 Top1%論文数・Top10%論文数においても中国の伸びは顕著である。インドも増加傾向にある。一
方、日本は他国に比べて停滞傾向にある。（図3.1-N5.2-2 c）、d)）

•	 国別企業共著率では、日本が１位でフランス、米国、ドイツと続く（図3.1-N5.2-2 f））。

•	 特許ファミリー件数の各国シェアに関しては、2022年において中国、米国に次ぎ日本は3位であ
る。Patent Asset Index上位オーナーには、日本企業ではRohm Company（7位）、Mitsubishi 
Heavy（9位）が入っている。（図3.1-N5.2-4 b）、e)）

図3.1-N5.2-1　　　次世代元素戦略領域における論文数の動向①
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図3.1-N5.2-2　　　次世代元素戦略領域における論文数の動向②
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図3.1-N5.2-3　　　次世代元素戦略領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.2-4　　　次世代元素戦略領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N5.3　データ駆動型物質・材料開発

領域の定義

4つの科学（実験科学、理論科学、計算科学、データ科学）を統合的に活用して、新物質・新材料開
発を効果的に推進する研究開発領域である。新規物質・材料の設計・探索・発見を飛躍的に加速する
マテリアルズ・インフォマティクスが一定の成果を示しており、今後は材料製造プロセスを最適化する
プロセス・インフォマティクスや、計測・解析を効率化する計測インフォマティクスとの連携の重要性が
増している。
また、それらを支えるロボットによるハイスループット実験や、AI技術を活用した自律的最適化
（ClosedLoop）実験など実験DXも重要な技術要素である。

ポイント

•	 領域全体および各国の論文数は2010年代後半に急激に増加している。中でも中国・米国のシェアが
高くそれぞれ約30%である。日本は約5%で推移している。（図3.1-N5.3-1、図3.1-N5.3-2 a））

•	 Top1%論文数・Top10%論文数においては米国が1位、中国が2位である（図3.1-N5.3-2 c）、d)）。

•	 相対被引⽤度（CNCI）は年ごとに大きく変動している（図3.1-N5.3-2 e））。

•	 日本の企業共著率は9.9%と1位であり、10位中国（2.6%）の4倍近い（図3.1-N5.1-2 f））。

•	 論文数上位研究機関では東京大学が8位である。上位10位までには中国が4機関、米国が2機関、
欧州が3機関入っている。（図3.1-N5.3-3 d））

•	 特許ファミリー件数は2017年以降急激に増加している。中国が急速にシェアを伸ばしているのに
伴い、多くの調査対象国のシェアが低下しているが、韓国はシェアを伸ばしている。一方、Patent 
Asset Indexのシェアにおいては一貫して米国が1位であり、また徐々にシェアを伸ばしている。日本
はシェアが低下しつづけている。（図3.1-N5.3-4 a）、b)、d)）

図3.1-N5.3-1　　　データ駆動型物質・材料開発領域における論文数の動向①
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図3.1-N5.3-2　　　データ駆動型物質・材料開発領域における論文数の動向②
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図3.1-N5.3-3　　　データ駆動型物質・材料開発領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.3-4　　　データ駆動型物質・材料開発領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー

472 CRDS-FY2024-FR-01CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　論文・特許データから見る研究開発動向（2024年）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
分
析

（
研
究
開
発
領
域
別
）

3



3.1.N5.4　フォノンエンジニアリング

領域の定義

ナノスケールの微小空間、微小時間でのフォノンおよび熱の振る舞いを理解し制御することにより、熱
の高効率な利用や、デバイスのさらなる高性能化・高機能化を実現する。熱計測、フォノン輸送の理
論・シミュレーション、材料・構造作製によるフォノン輸送制御、フォノンと電子/フォトン/スピンなど
との相互作用やハイブリッド量子系の統一的理解と制御、高度な熱伝導制御による蓄熱/放熱/断熱材
料、熱スイッチ、熱ダイオードや高性能熱電変換素子などの革新的な材料・デバイス技術、などの研究
開発課題がある。

ポイント

•	 領域全体の論文数は増加しており、そのうち中国の増加が特に顕著である。日本の論文数も増加傾
向であるが、その増加率は中国・インドと比べて小さい。（図3.1-N5.4-1、図3.1-N5.4-2 b)）

•	 日本のTop1%論文数・Top10%論文数は調査対象国の中では相対的に低い水準にある（図3.1-
N5.4-2 c)、d)）。

•	 日本は論文の企業共著率が高く、調査対象国中で1位である（図3.1-N5.4-2 f)）。

•	 h5-index上位100位以内の研究者数で日本は6位であり、一定の存在感が認められる（図3.1-N5.4-3 
d)）。

•	 特許ファミリー件数のシェアおよびPatent Asset Indexのシェアは、2022年に日本が世界3位であ
るが、近年低下傾向にある（図3.1-N5.4-4 b)、d)）。

•	 Patent Asset Indexの高い権利者の世界トップ10に日本の企業が3社ランクインしている（キヤノン、
フジフィルム、トヨタ）（図3.1-N5.4-4 e)）。

図3.1-N5.4-1　　　フォノンエンジニアリング領域における論文数の動向①
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図3.1-N5.4-2　　　フォノンエンジニアリング領域における論文数の動向②

474 CRDS-FY2024-FR-01CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　論文・特許データから見る研究開発動向（2024年）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
分
析

（
研
究
開
発
領
域
別
）

3



図3.1-N5.4-3　　　フォノンエンジニアリング領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.4-4　　　フォノンエンジニアリング領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N5.5　量子マテリアル

領域の定義

量子マテリアルは、電子やスピンの量子状態を人為的に制御することで新たな量子力学的機能を発現す
る物質・材料である。グラフェンや遷移金属カルコゲナイドなどの2次元物質（原子層物質）や、キタ
エフ模型に代表される量子スピン液体、トポロジカル絶縁体をはじめとするトポロジカル量子物質、ナ
ノチューブやリボン状構造の1次元材料、自己集合分子などの0次元材料も含む。ムーアの法則の限界
を克服する次世代半導体の実現や、センシング及びエネルギー変換・貯蔵への応用のため、シリコン
を凌駕する電荷移動度を持つ2次元物質や、非磁性の欠陥や不純物に対して電子が堅牢な輸送特性を
持つトポロジカル物質が注目されている。また、2次元物質の単層シートを特定のツイスト角度で積層
することによって新奇物性を開拓する研究が大きな流れになっている。

ポイント

•	 領域全体の論文数は増加しており、中国とインドの増加が特に顕著である。日本の論文数も微増して
いるが、論文数シェアは低下傾向である。（図3.1-N5.5-1、図3.1-N5.5-2-b））

•	 日本の相対被引用度（CNCI）は、2021年において調査対象国の中ではオーストラリアと米国に続
く3位に付けている（図3.1-N5.5-2 e））。

•	 上位10機関の過半数を中国が占める。日本からは物質・材料研究機構が13位に入っている。（図
3.1-N5.5-3 b））

•	 論文執筆者数は、調査対象国において増加傾向にある（図3.1-N5.5-3 c））。

•	 特許ファミリー件数およびPatent Asset Indexのシェアは、中国の上昇が顕著である。一方、米国、
日本およびドイツは過去10年間低下傾向である。（図3.1-N5.5-4 b）、d)）

図3.1-N5.5-1　　　量子マテリアル領域における論文数の動向①

CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター 477CRDS-FY2024-FR-01

研究開発の俯瞰報告書　　論文・特許データから見る研究開発動向（2024年）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
分
析

（
研
究
開
発
領
域
別
）

3



図3.1-N5.5-2　　　量子マテリアル領域における論文数の動向②
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図3.1-N5.5-3　　　量子マテリアル領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.5-4　　　量子マテリアル領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.N5.6　有機無機ハイブリッド材料

領域の定義

無機材料と有機材料を融合（ハイブリッド化）することで、無機材料の結晶性や頑健性と、有機材料
の柔らかさ・分子選択性を両立させ、新たな機能性材料を創出する研究開発領域である。無機成分と
有機成分が結晶構造を形成する材料として、有機無機ハイブリッドペロブスカイト材料や金属－有機構
造体（MOF）/多孔性配位高分子（PCP）が注目されている。また、無機成分を有機成分で表面修
飾した材料も、触媒材料や生体適合材料として研究開発が進んでいる。

ポイント

•	 領域全体の論文数は増加しており、日本の論文数も増加傾向であるが、その増加率は他の調査対象
国に比べて低い。中国、インド、イランの論文数増加が顕著である。（図3.1-N5.6-1）

•	 日本のTop1%論文数、Top10%論文数及び相対被引用度（CNCI）は他の調査対象国と比較して
低い水準にある（図3.1-N5.6-2 c)、d)、e)）。

•	 h5-index上位100位以内の研究者数で日本は6位であり、一定の存在感が認められる（図3.1-N5.6-3 
d)）。

•	 日本は、特許ファミリー件数のシェアでは2014年まで、Patent Asset Indexのシェアでは2015年
まで世界２位であったが近年では世界4位に低下している（図3.1-N5.6-4 b)、d)）。

•	 Patent Asset Index上位オーナーの世界トップ10において、日本の企業はランクインしていない（図
3.1-N5.6-4 e)）。

図3.1-N5.6-1　　　有機無機ハイブリッド材料領域における論文数の動向①
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図3.1-N5.6-2　　　有機無機ハイブリッド材料領域における論文数の動向②
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図3.1-N5.6-3　　　有機無機ハイブリッド材料領域における論文数の動向③
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a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

図3.1-N5.6-4　　　有機無機ハイブリッド材料領域における特許数の動向

e) Patent Asset Index上位オーナー
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